
資料１

〔目的〕

○　発達障がい者の乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応する

　　 一貫した支援体制の検討。

○　発達障がい者にかかる先駆的な支援の取組みの評価、取りまとめを行い、

　　 発達障がい者の成長段階に応じた支援手法の開発を図る。

○　発達障がい者支援指針の検討。

《　発達障がい者支援指針の位置づけ　》

○　発達障がい者支援指針は、平成26年度までの発達障がい者支援について

　 　障がい者支援計画前期計画 ・ 第３期障がい福祉計画を補完するものとする。

○　平成27年度からの発達障がい者支援については、障がい者支援後期計画 ・

　　 第4期障がい福祉計画に反映し、一体的な計画を策定する。

発達障がい者支援部会の設置について

大阪市障がい者施策推進協議会

障がい者計画策定・推進部会

地域自立支援協議部会

発達障がい者支援部会



○障害者施策推進協議会条例 

昭和 47年 4月 1日 

条例第 15号 

大阪市心身障害者対策協議会条例を公布する。 

大阪市障害者施策推進協議会条例 

(設置) 

第 1条 障害者基本法(昭和 45年法律第 84号)第 36条第 1項の合議制の

機関として、本市に大阪市障害者施策推進協議会(以下「協議会」という。)

を置く。 

(組織) 

第 2条 協議会は、委員 25人以内で組織する。 

2 委員は、関係行政機関の職員、学識経験のある者、障害者及び障害者の

福祉に関する事業に従事する者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(任期) 

第 3条 委員の任期は、3年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

(会長) 

第 4条 協議会に会長を置き、委員の互選により定める。 

2 会長は、協議会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

3 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を

代理する。 

(専門委員) 

第 5条 専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、協議会又は

次条第 1項の部会に専門委員を置くことができる。 

2 専門委員は、学識経験のある者、障害者及び障害者の福祉に関する事業

に従事する者のうちから市長が委嘱する。 

3 専門委員は、当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは、解嘱

されるものとする。 

(部会) 

第 6条 協議会は、必要に応じて部会を置くことができる。 

2 部会は、会長が指名する委員で組織する。 

3 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選によりこれを定める。 

4 部会長は、部会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

5 部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の指名する委員がその職

務を代理する。 



(会議) 

第 7条 協議会の会議は、会長が招集する。 

2 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができな

い。 

(関係者の出席) 

第 8条 協議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、そ

の意見を聞くことができる。 

(部会の運営) 

第 9条 前 2条の規定は、部会の会議について準用する。この場合におい

て、これらの規定中「協議会」とあるのは「部会」と、第 7条第 1項中「会

長」とあるのは「部会長」と、同条第 2項中「委員」とあるのは「当該部

会に属する委員」と読み替えるものとする。 

(施行の細目) 

第 10条 この条例の施行に関し必要な事項は、市規則で定める。 

附 則(昭和 47年 10月 2日施行、告示第 565号) 

この条例の施行期日は、市長が定める。 

附 則(平成 6年 4月 1日条例第 3号、平成 6年 6月 1日施行、告示第 476

号) 

1 この条例の施行期日は、市長が定める。 

2 この条例の施行の日の前日において大阪市心身障害者対策協議会の委員

である者の任期は、この条例による改正前の大阪市心身障害者対策協議会

条例第 3条第 2項の規定にかかわらず、その日に満了する。 

附 則(平成 16年 10月 1日条例第 51号、第 2条の規定、平成 17年 4月

18日施行、告示第 383号) 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第 2条の規定の施行期日

は、市長が定める。 

附 則(平成 23年 5月 30日条例第 37号) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

2 この条例の施行の際現に委員である者については、この条例による改正

後の大阪市障害者施策推進協議会条例第 3条第 1項に規定する委員の任期

により委嘱され、又は任命されたものとみなす。 

附 則(平成 24年 7月 30日条例第 76号) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

2 この条例の施行の際現に設置されている大阪市障害者施策推進協議会は、

この条例による改正後の大阪市障害者施策推進協議会条例第 1条に規定

する大阪市障害者施策推進協議会とみなす。 


